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1）実践への応用という意味で、社会科学よりも
はるかに先を行くのが、工学（森・関・藤井, 1989）や
医学（Barends and Huisman, 212）の分野である。
工学の分野では古くから研究成果の実践的有用性が
重視されていたし、医学の分野でも近年、
Evidence Based Medicineの名のもとに、
研究成果と実践との関係性に関する反省的な議論が
活発に行われている。

2）EBMの議論以外にも、次のような議論が行われている。
Mintzberg（2）は、MBA取得者の問題を議論した上で
科学としての経営学のレレバンスに疑問を持ち、
科学から科学以外もの（経験と勘）への回帰を主張した。
また、Argyris（1; 1）は、研究者が実践に対して
有用性をもつとすれば、それは研究者の提供する理論が、

I はじめに

　社会科学者は、長きにわたって科学の発展が
経済と社会の発展にとって重要な意味を持つと信
じてきた。Toqueville（1）は、科学が国家の発
展と富の源泉になりうると信じていたし、それは経
済学者たちによってある程度実証されてきた
（Mansfield, 12; Sveikauskas, 11）。企業レベ
ルに目を向けると、Taylor（1）の科学的管理で
は「経験」や「勘」に基づく経営から「科学」に基づ
く経営への転換を主張していたし、Follet（11）
やSimon（1）もまた、科学と実践とが良いパー
トナーとなりうることを指摘していた1）。
　ところが、1990年代の後半頃から、アメリカの
経営学者を中心に、経営学のレレバンスに関わる
議論が盛んになってきた（Argyris, 1, 1; 
Mintzberg, 2; Pferffer and Sutton, 2; 
Rousseau, 212a; 212b）2）。その中でもRousseau 、
PfefferやSuttonらによる「事実に基づく経営
（Evidence –Based Management: 以下、EBMgt
と略す）」の議論は、経営学の知識についての重
要な論点を提供した（Pfeffer and Sutton, 2; 
Rousseau, 2; 212a; 212b）。EBMgt論者は、
マネジメントの実践家たちが現場での意思決定
において経営学を用いることが滅多にないという
こと、その理由は経営学者の理論構築への関心と、
現場のマネジャーの「（なぜ、ではなく）どのように、
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実践家が行う世界の認識に対してどのような影響を与え
どのように行為を導くか、という点に求められるべきだという
（Argyris, 1; 1）。
アメリカ経営学会が発行する
Academy of Management誌は、2007年に
「On the Research-Practice Gap in 

Human Resource Management」と題する特集を
掲載したし、Aguinis and Piece（2）は、
組織行動論が経営の実践家にとって
役立つものとはなっておらず、そもそも、
参照すらされていないというギャップを指摘した。

3）経営学という言葉を、会計、マーケティング、
そしてファイナンスなどを含めてより広義に
捉える場合もある（井原, 2008）。

しかし、本論文では狭義の経営学を範囲とする。
これは、独立行政法人日本学術振興会が
科研費などの支給に際し用いる研究領域のうち、
分科としての経営学ではなく細目としての経営学
（細目番号3901）を取り上げるということである。

4）経営学者が生み出す知識は、本来、宣言的知識と
手続き的知識の両方であるべきであるにもかかわらず、
今日の経営学者は、前者の生産にのみ力を注いでいる、
というのがRousseauをはじめとするEBMgt論者の
主張である。
ただ、ここでは議論をシンプルにするために、
今日の経営学の知識を宣言的知識として
議論を進めることにする。

物事は動くのか」という事実を求める関心の間に
深刻なギャップがあるから、という主張をしている。
　EBMgtをはじめ経営学のレレバンスを議論し
ている研究者たちと基本的な問題意識を共有し
つつも、本論文ではこうした議論の前提となってい
る事柄に焦点を当てる。それは、経営学的知識の
普及の問題である。経営学のレレバンスの議論は、
そもそも経営学がビジネスの現場に普及している
のかどうか、それはどのような経路で普及している
のか、という経験的な問いから出発しなければな
らない。にもかかわらず、EBMgtをはじめとする論
者たちの議論は、「経営学が普及していない」「実
務家は経営学の研究を用いていない」という前提
から出発しており、経営学の普及そのものに焦点
を当てていない（Latham, 2）。そこで、本研究
は、我が国の実務家への経営学の普及の現状、そ
して普及を促進する要因を明らかにすることで、上
記の問題に取り組むための足掛かりを形成するこ
とを目指す。

II 既存研究

　本節では、まず経営学的知識の範囲を明示し
た上で、仮説の導出を行う。
　本研究でいう「経営学的知識3）」とは宣言的知
識としての経営学に限定する。認知科学では、知
識には大きく分けて2つの種類があるいう。1つ目

は、物事の意味や名称、事実に関する知識、物事
の規則や定理などによって表現されるような知識
であり、宣言的知識（declarative knowledge）とよ
ばれる（Rousseau, 2）。例えば「意思決定者は
彼（女）らが一度に注目し、考慮し、完全に処理す
ることのできる情報の量において限界を抱えてい
る」（Simon, 1）とか、「選択肢を持ちすぎること
によって、人々は何も決定できなくなる」
（Schawartz, 2）といった経営学の理論や命
題は、宣言的知識にあたる。2つ目は、ものごとを
どのように行うか、問題を解決するためにどのよう
な段階を経て実行するか、ということに関わる知
識であり、手続き的知識（procedural knowledge）
と呼ばれる（Rousseau, 2）。組織の中で意思
決定を行うには、具体的にどのような手続きを踏
めば良いか、といったノウハウなどはこれに当たる。
宣言的知識とは、いわば「何を知っているか」とい
うことに関わる知識であり、手続き的知識とは、「ど
うするか」に関わる知識である。Rousseau（212b）
が指摘するように、これまで経営学者が提供して
きた多くの知識は、宣言的知識に当たるため4）、本
研究では、とくに断りがない限り、経営学という言
葉を宣言的知識としての経営学という意味で用い
ることにする。
　また、このような知識が「普及する」とは、経営学
を知っているかどうか、ということを指すこととする。
Rogers（1）によれば、普及とは、「イノベーショ



040 彦根論叢 2014 Spring /  No.399 

ここでは、議論をシンプルにするために、
こうした初期の採用者内での分類は行わない。

5）Rogers（1995）は、初期の採用者をさらに、
2つに分類している。1つ目は、イノベータ（innovator）と
呼ばれる人たちであり、社会システムの中で最も早く、
当該製品や知識を摂取する個人・個体を指す。
2つ目は、初期採用者と呼ばれ、イノベータよりも遅く、
しかし、多数派よりは早く、摂取する個人・個体を指す。

al.（1）によれば、知識の初期の採用者は、新し
いアイデアへの関心が高く、同一組織・同一地域
内の人間関係に限定されない、幅広い情報源から
知識を摂取しようとする。そのため彼（女）らは、ラ
ジオやテレビあるいは新聞や書籍といったマスメ
ディア・チャネルへと頻繁に接触し（Rogers, 1）、
そこから新たなアイデアを入手する（Lazarsfeld, et 
al., 1; Katz and Lazarsfeld, 1）
　このように、初期の採用者たちが、主としてラジ
オやテレビあるいは新聞や書籍といったマスメ
ディア・チャネルから経営学の知識を得ていると
すれば、こうしたメディアへのアクセス頻度の増加
は、彼（女）らの経営学の知識の増加をもたらして
いるといえる。以上より、以下の仮説が導かれる。

仮説1.1　 他の条件が等しいならば、書籍・雑誌・
新聞・Webサイトの購読、閲覧といったマ
スメディア・チャネルへのアクセス頻度は、
経営学の知識量に対して正の影響を与
える

　イノベーションに関する知識の伝達は、社内外
における公式・非公式な会話のような対人チャネ
ルを通じても行われる（Rogers, 1）。社内外の
研修は、受講者に対する知識の伝達そのものを目
的としているし（Baldwin and Ford, 1）、同僚
や仲間とのインフォーマルなコミュニケーションも、
様々な知識を摂取するチャネルとして機能してい
る。特に、研修や会議などで行われる知識の伝達
は、オピニオン・リーダーの役割を果たす研修講
師や上位者を通じて行われることが多いため、当
事者に伝達される段階では、すでに知識の取捨
選択と抽象的な知識の経験近傍な知識への転換

ンが、あるコミュニケーションチャネルを通じて、
時間の経過の中で、社会システムの成員の間に伝
達される過程」（邦訳, p. 15）をさす。そこでは、個
人が当該イノベーションの存在を知りそのイノベー
ションに関する知識を獲得し （知識段階）、続いて、
そうしたイノベーションに対する態度（好意的非好
意的）を形成し（説得段階）、採用するか拒絶する
かの意思決定を行い（決定段階）、新しいイノベー
ションを導入・使用し （導入段階）、最後にその是
非を確認するにいたる（確認段階）、という段階を
経ることが想定されている。本研究が注目する経
営学の普及においても、基本的には同じ段階を経
ると思われる。普及段階以降のステップに移行で
きるかどうかは、まずは、当該知識が当事者によっ
て知られているか否かというところにかかっている
ことから、本研究では、最初の「知識段階（知って
いること、理解していること）」に注目する。

経営学の普及チャネル
　マス・コミュニケーションの分野では、メディア
からもたらされる情報が、大衆へとダイレクトに伝
達されることは少なく、むしろ、オピニオン・リー
ダーと呼ばれる少数の人たちを経由して多数派へ
と伝達されるという、二段階コミュニケーション・
フローの存在が主張されている（Lazarsfeld, 
B e r e l s o n  a n d  G a u d e t ,  1  ;  K a t z  a n d 
Lazarsfeld, 1）。オピニオン・リーダーは、新し
い知識や情報に敏感であり、様々なメディアへと
積極的に接触する、少数派である（Rogers, 1）5）。
Rogers（1）は、イノベーションの普及の文脈で、
このように多数派に先んじて新しい製品や知識を
摂取するユーザーを、初期の採用者（earlier 
adopters）として概念化している。Lazarsfeld et 
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わかるように、概して、科学に対して肯定的な態度
を持ち、抽象的な概念に対する対応能力が高い。
Rogers（1）もいうように、イノベーションの初期
の採用者は、マスメディアなどから得られる抽象
的な情報に基づいて、新しい知識を摂取する必要
があるため、抽象的な概念に対する許容度、理解
度、処理能力が高い。したがって、サイエンス志向
の強い個人は、経営学を摂取し、理解する能力に
長けた人物であると考えられる。

仮説1.4　 他の条件が等しいならば、サイエンス
型の傾向が強いことは、経営学的な知識
量に対して正の影響を与える

　
　経営学の摂取を規定する最後の要因は、個人
のキャリア意識である。我々が科学的知識を学び、
摂取する要因の一つとして、Guest（2）は、当
事者にとって当該知識が自らの直面する問題の解
決に役立つと知覚されるかどうか、という点をあげ
ている。仕事やキャリアに関わる課題の解決にとっ
て当該知識が役立つと知覚されたとき、その知識
は採用される。ただし、そのためには、自らが抱え
る仕事・キャリア上の課題がクリアになっており、
かつ、その課題に対して積極的に取り組むだけの
レディネスが形成されている必要がある。このよう
にキャリア成熟度の高い個人は、知見の広い、年
齢にふさわしいキャリア決定をするためのレディ
ネスを形成しており、その後のキャリア上の課題
への適応や、キャリア選択に対して、主体的かつ
計画的に取り組む準備ができている（King, 1）。
したがって、自らが抱える仕事・キャリア上の課題
がクリアになっており、かつ、その課題に対して積
極的に取り組むだけのレディネスが形成されてい

が行われている可能性が高い。このように、経営
学の普及においても、我々の仮定する二段階のコ
ミュニケーション・フローが存在しているとすれば
（Lazarsfeld et al., 1; Katz and Lazarsfeld, 
1）、フォーマル／インフォーマルなコミュニケー
ションもまた、マスメディア・チャネルと同様に、経
営学の知識を伝達するチャネルとして機能してい
ると考えられる。したがって、以下の仮説が導か
れる。

仮説1.2　 他の条件が等しいならば、社内外での
研修や会議のような公式的な対人チャネ
ルの活用頻度は、経営学の知識量に対し
て正の影響を与える

仮説1.3　 他の条件が等しいならば、社内外での
対面式コミュニケーションのような非公式
の対人チャネル活用の頻度は、経営学の
知識量に対して正の影響を与える

経営学の普及をもたらす個人特性
　Mintzberg（2）は、マネジメントに必要な要
素として、アートとクラフト、そしてサイエンスの3
種を挙げた。アートとは、創造性を後押しし、直感
とビジョンを生み出す「勘」、クラフトは、自分自身
の「経験」をベースに、実務性を生み出すもの、そ
してサイエンスは体系的な分析と評価を通じて、
現実に秩序を見出す「分析」的な指向と定義さ
れる。
　Mintzberg（2）のいうサイエンス型とは、意
思決定に際して、高度な分析ツールと論理的な思
考を重視する実践家を指す。この種のマネジャー
の典型として、MBA取得者をあげていることから
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8）索引項目については経営学的な概念項目以外の項目は
排除した。例えば、人名（マイケル・ポーターなど）、
社名（デュポン社など）、品名（T型フォード）などの
固有名詞は排除している。また、「株式会社」や
「リーダーシップ」などの一般的な用語も、経営学的な
知識の測定という観点からは不要と判断し排除している。

6）「BSH」は「基本件名標目表：Basic Subject Headings」の
略称で日本図書館協会によって定められた分類である。

7）2009年以降に同書籍の版更新があった場合は、
最新版を選択している。翻訳書は、原著の出版時期ではなく
邦訳書の出版時期を基準としている。

と、担当者レベルが46.3%、主任レベルが10.6%、
係長レベルが10.3%、課長レベルが13.0%、部長
レベルが5.6%、それ以上のレベルが14.3%となっ
ている。そして学歴についての内訳は、短大・専門
学校卒が23.5%、学部卒が66.7%、修士卒が
8.4%、博士卒が1.4%となった。

測定尺度と記述統計量
経営学的な知識量：経営学的な知識量の測定に
相応しい項目を選抜するために、Scapens（11）
を参考に、経営学の和書あるいは邦訳書の教科
書を用いた文献研究を実施した。
　具体的な手順は次のとおりである。まず2012年
の3月13日に、神戸大学社会科学系図書館の検索
システムOPACにおいて「BSH：経営学」6）、「2009
年以降の出版年」、「和図書」という条件で抽出を
行った。これら条件に当てはまる教科書の索引か
ら経営学的知識を選択するためである。神戸大学
社会科学系図書館を抽出対象の図書館を選択し
た理由は、社会科学単体としては国内有数の蔵書
数を誇ること、および教科書の学術的なばらつき
は図書館への購入時点で司書によって行われてお
り本研究の研究者の恣意性を排除できることの2
点である。条件に当てはまる図書数は84冊あり、
そのうち、研究書、ムック、分野違い、索引なし、特
定の分野に偏っている解説書といった書籍を排除
し、28冊の教科書を選択した7）。これら教科書の
索引をスプレッドシート上に転記し、言及頻度の
多い索引項目を上位40項目抽出した。なお、「限
定合理性」と「限定的な合理性」を同じ索引項目
としてまとめられるよう、索引項目の抽出作業は機
械的ではなく研究者の手によって行われている8）。

る可能性が高く、自らのキャリア上の課題を認識し、
それを経営学の知識と結び付けやすいと考えられ
る、よって、次の仮説が導かれる。

仮説1.5　 他の条件が等しいならば、キャリアの成
熟度の高さは、経営学的な知識量に正の
影響を与える

III 研究方法

調査デザイン
　上記の仮説を検証するため、本研究では、サー
ベイ調査を行った。サンプリングは特定の学歴、
職域、地域に偏らないようにするため、ウェブサー
ベイを選択した。このウェブサーベイは調査会社
インテージ社に委託し、2012年12月6日から2012
年12月10日にかけて実施した。対象となった回答
者は、同社に登録しているモニターのうち、正社員、
大卒以上（専門学校卒、短大卒は含める）の学歴、
回答時点で20－65歳、という条件を満たすもので
ある。同社は2818名に回答を依頼し、実際に
1489名が回答を行なった（回答率52.8%）。また、
1489名のうち、特定の問題に対して回答が一定の
値を取り続けているなど、あきらかに不適切なサン
プルは研究者が分析から排除している。結局、分
析に有効なサンプルサイズは1034名となった。
　サンプルは、平均年齢44.24歳（標準偏差10.0）、
女性が24.85%となった。また、企業規模別にみる
と、10人未満の企業に所属するものが21.3%、10
人以上100人未満の企業に所属するものが21.9%、
100人以上1000人未満の企業に所属するものが
26.3%、1000人以上の企業に所属するものが
30.6%となった。さらに職位についての内訳をみる
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学術用語因子 ビジネス用語因子 平均値 標準偏差 中央値
リソース・ベースト・ビュー 0.98 –0.22 1.76 1.08 1
ファイブ・フォース・モデル 0.95 –0.24 1.70 1.05 1
限定合理性 0.89 –0.08 1.86 1.11 1
管理過程論 0.88 –0.05 1.90 1.13 1
X理論・Y理論 0.83 –0.05 1.94 1.19 1
二要因理論（動機づけ－衛生理論） 0.80 0.03 1.96 1.18 1
コンティンジェンシー理論 0.79 –0.02 1.8 1.14 1
課業管理 0.73 0.09 1.99 1.19 1
ポジショニング・アプローチ 0.69 0.13 1.94 1.16 1
コスト・リーダーシップ戦略 0.68 0.17 2.13 1.25 2
科学的管理法 0.65 0.23 2.11 1.23 2
取引コスト理論 0.64 0.19 2.04 1.19 2
マーケティング・ミックス 0.62 0.14 2.12 1.26 2
欲求階層説 0.62 0.21 2.11 1.29 2
公式組織 0.60 0.22 2.17 1.26 2
非公式組織 0.55 0.27 2.11 1.22 2
管理原則 0.55 0.32 2.17 1.21 2
コアコンピタンス 0.46 0.24 2.04 1.27 1
差別出来高給 0.42 0.37 2.24 1.26 2
事業戦略 –0.17 0.92 2.85 1.34 3
権限委譲 –0.18 0.92 2.87 1.41 3
個人主義 –0.19 0.87 2.98 1.23 3
差別化戦略 –0.08 0.86 2.74 1.38 3
官僚制 –0.15 0.85 2.88 1.34 3
組織構造 0.01 0.81 2.63 1.29 3
戦略的意思決定 0.09 0.77 2.53 1.33 3
集中戦略 0.08 0.75 2.52 1.32 3
競争優位 0.16 0.69 2.53 1.34 3
職務拡大 0.09 0.69 2.55 1.31 3
経済人 0.15 0.68 2.46 1.25 3
有限責任 0.12 0.68 2.59 1.4 3
成長ベクトル 0.17 0.65 2.43 1.28 3
動機づけ要因 0.15 0.65 2.55 1.32 3
職務充実 0.29 0.54 2.4 1.26 3
経営者支配 0.30 0.52 2.35 1.27 2
所有と経営の分離 0.31 0.50 2.37 1.35 2
人間関係論 – – 2.38 1.27 2
ナレッジ・マネジメント – – 2.29 1.34 2
暗黙知 – – 2.17 1.28 2
オープン・システム – – 2.32 1.32 2
因子負荷量二乗和 11.39 11.04
因子寄与率 32% 31%

表1　経営学的な知識の因子分析および記述統計

n=1,034。推定方法は最尤法、プロマックス回転。因子間相関は0.75。なお、複数の因子に負荷するような設問は、分析から除外し、
記述統計のみ記載している。タッカー・ルイス指標は0.947。測定は、「0．聞いたことがない」「1．全く理解していない」～「3．どちらとも
いえない」～「5．しっかりと理解している」の変則リカートスケールによる。なお、記述統計の算出及び因子分析時には、0は1に置換し
ている。
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対人チャネル：対人チャネルについては、1ヵ月あ
たりに参加する社内での公式の会議数、および社
内研修の回数、1ヵ月あたりに発生する非公式な
仕事上の相談数をたずねた。公式的なコミュニ
ケーションの平均値は4.18回、標準偏差は6.93、
非公式的なコミュニケーションの平均値は4.07回、
標準偏差は9.98となった。 
仕事に対する信念：仕事に対する信念について
は、 Mintzberg（2）のいうクラフト、アート、サ
イエンスのうち、回答者がいずれを重視しているか
ということを、オリジナルの項目により測定した。
具体的な項目および記述統計量は表2の通りで
ある。
　因子分析の結果、事前の意図とは部分的に異
なる因子が得られた。一つ目の因子には、「何かを
決断する際には、客観的な分析結果に基づくべき
である」「仕事をするうえでまず必要なのは、物事に
対する論理的な思考である」といった、客観的な
分析や論理的な思考に基づいた意思決定を重視
することに関わる項目が負荷した。これは
Mintzberg（2）のいうサイエンスに相当すると
考え、サイエンス型と命名した。二つ目の因子には、
「何かを決断する際には、自らの経験に基づいて
行うべきである」「何かを決断する際には、自らの
直観に従った方がよい」の2つが負荷した。これら
は、意思決定の基準として自分自身の経験や直感
を重視すること示しているため「自己準拠型」とし
た。三つ目の因子は、「経験則に基づいて仕事をす
るのは、できるだけ避けた方が良い」「仕事におい
て科学的な知識は全く役に立たない」など、意思
決定に関する特定の準拠点を持たないことに関わ
る項目が負荷したため、「非準拠型」とした。これ
ら因子は事前の意図とは部分的に異なるのだが、

　この知識量についての測定項目、抽出された概
念の因子分析、そして記述統計の結果は、表1の
とおりである。因子は、経営学固有の学術的な用
語（以下、学術用語の理解）と企業経営の専門用
語（以下、ビジネス用語の理解）の2因子が抽出さ
れた。学術用語の理解度は相対的に低くリカート
スケール平均値が2.00、対してビジネス用語の理
解度のリカートスケール平均値は2.60となっている。
こうした違いは、前者が後者に比べて難解である
ことによるものと考えられる。Rogers（1）は、イ
ノベーション普及の文脈で、イノベーションの理解
や使用が相対的に困難であると当事者が知覚さ
れると、当該イノベーションの採用が遅れると述べ
ているが、経営学のような知識の普及と採用にお
いても、同様の事が起こっているのかもしれない。
マスメディア・チャネル：マスメディア・チャネルと
して、次のような項目を測定した。書籍については、
1ヶ月当たりに読むビジネス・経済書・教養書籍
の合計冊数を用いた。平均値は0.57冊、標準偏差
は1.18である。Webサイトの閲覧については、定期
的に閲覧するビジネス・経済関連のウェブサイト・
ブログメーリングリストの総数を用いた。平均値は
0.78サイト、標準偏差は2.55である。雑誌につい
ては、ビジネス・経済関連の雑誌・学会誌の合計
値を用いた。平均値は0.28冊、標準偏差は1.07で
ある。テレビについては、一日当たりの視聴時間
を分換算したものを用いている。平均値は39.98分、
標準偏差は68.06である。新聞については、日本
経済新聞、日経産業新聞、日経MJ（流通新聞）、
日経ヴェリタス、全国紙（読売新聞、朝日新聞、毎
日新聞、産経新聞）、地方紙、専門業界紙、のそれ
ぞれの自宅や企業での購読の有無を、ダミー変数
として用いた（1．購読している、0．購読していない）。
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課長クラス、部長クラス、それ以上の選択で尋ね
た。構成比はそれぞれ、46.2%、10.6%、13.0%、
5.6%、14.3%となった。

IV 分析結果

　仮説検証のための分析結果は表4のとおりであ
る。仮説1.1から1.5に至る一連の仮説を検証する
ための回帰分析の結果が表4に記載されている。
被説明変数は、ビジネス用語の理解と学術用語
の理解のそれぞれである。なお、表4では、コント
ロール変数の掲載を省略している。ここで用いた
コントロール変数は、自身の年齢・性別・最終学
歴、所属する会社の業種・規模、自身の所属する
会社での職位・職務である。年齢を除いてカテゴ

仮説検証上は大きな問題はないと判断し、分析に
は因子分析の結果を用いることとする。
キャリア成熟度：個人のキャリア成熟度を表す概
念として、キャリア成熟の概念を用いた（King, 
1）。これは、知見の広い、年齢にふさわしいキャ
リア決定をするための個人のレディネスであり、そ
の後のキャリア上の課題への適応や、キャリアの
取捨選択に対して、主体的かつ計画的に取り組む
準備ができている状態をさす（King, 1）。キャ
リア成熟度は、坂柳（1999）の開発した尺度より、
「キャリア関心性」および「キャリア計画性」に関
わる項目を用いて測定した。具体的な項目及び記
述統計量は表3を参照されたい。
その他：その他、個人のプロフィール情報をたず
ねた。職位は、担当者、主任クラス、係長クラス、

サイエンス
型因子

自己準拠
型因子

非準拠型
因子 平均値 標準偏差

何かを決断する際には、客観的な分析結果に基づく
べきである

0.87 0.07 0.11 3.59 0.86

仕事をするうえでまず必要なのは、物事に対する論理
的な思考である 0.84 0.00 0.17 3.52 0.92

よい仕事をするためには、なによりもまず経験をつむ
ことである

0.53 0.23 –0.13 3.62 0.95

何かを決断する際には、自らの経験に基づいて行う
べきである

0.21 0.78 –0.22 3.23 0.78

何かを決断する際には、自らの直観に従った方がよい –0.06 0.46 0.12 2.91 0.81
経験則に基づいて仕事をするのは、できるだけ避けた
方がよい 0.25 –0.18 0.77 2.75 0.78

仕事において科学的な知識は全く役に立たない –0.32 0.23 0.44 2.32 0.98
因子負荷量二乗和 1.88 0.97 0.79
因子寄与率 27% 16% 13%

表2　仕事に対する自身の信念の因子分析および記述統計

n=1,034。推定方法は最尤法、プロマックス回転。因子間相関はサイエンス型因子と自己準拠型因子間で0.11、サイエンス型因子
と非準拠型因子間で-0.57、自己準拠型因子と非準拠型因子間で0.11。タッカー・ルイス指標は0.936。測定は、「1．全くそうは思わ
ない」～「3．どちらとも言えない」～「5．全くその通り」の5点リカートスケールによる。
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の普及に有効であるといえる。テレビの視聴時間
は、学術用語の理解に対しては正の影響を与える。
これらの結果は、特定のマスメディア・チャネルに
限定はされるが、仮説1.1を支持するものとなった。
　次に、対人チャネルについてである。仮説1.2お
よび仮説1.3の公式・非公式なコミュニケーション
の影響については、頑健な結果を得ることは出来
ず、有意な影響があるとまでは言い切れなかった。
したがって、仮説1.2および1.3は支持されなかっ
た。これは、経営学の知識を伝達する主要なチャ
ネルは、マスメディア・チャネルであり、対人チャネ
ルの果たす役割は限定的である、という結果でも
ある。

リー・順位変数であるため、ダミー変数を投入し
た固定効果モデルによる推定となる。ただ、コント
ロール変数について個別の推定を行うことなく、階
層線形モデルにおけるランダム効果モデルでも検
証することによって、結果の頑健性を確認した。2
つのモデルいずれにおいても5％水準で統計的に
有意であった変数のみを有意に影響のある変数
と判断し議論を行う。 
　仮説1.1に関連したマスメディア・チャネルの変
数は、次のような結果となった。ビジネス用語の理
解も、学用語の理解についても、1ヵ月当たりの書
籍の閲覧数、日経新聞および日経産業新聞の購
読が、有意な正の影響を示している。ウェブ、雑誌、
日経以外の新聞よりも書籍や日経新聞が経営学

キャリア
計画因子

キャリア
関心因子 平均値 標準偏差

自分が望む生き方をするために、具体的な計画を立てている 0.87 –0.16 2.98 0.94
今後どんな人生を送っていきたいのか、自分なりに目標を持って
いる

0.87 0.00 3.31 0.97

これからの人生や生き方について、自分なりの見通しを持っている 0.78 0.03 3.16 0.95
希望する人生や生き方が送れるように、努力している 0.74 0.14 3.31 0.94
これからの人生で、取り組んでみたいことがいくつかある 0.60 0.17 3.39 0.95
充実した人生を送るために参考となる話は、注意して聞いている –0.06 0.91 3.50 0.90
人生設計や生き方に役立つ情報を、積極的に取り入れるようにして
いる

0.01 0.83 3.44 0.90

これからの人生を、より充実したものにしたいと強く思う –0.10 0.78 3.93 1.02
人生設計は自分にとって重要な問題なので、真剣に考えている 0.18 0.70 3.41 0.91
どうすれば人生をよりよく生きられるか、考えたことがある 0.21 0.55 3.46 0.96
因子負荷量二乗和 1.88 0.97
因子寄与率 27% 16%

表3　キャリアの成熟度の因子分析および記述統計

n=1,034。推定方法は最尤法、プロマックス回転。因子間相関は0.70。タッカー・ルイス指標は0.912。
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表4　回帰分析の結果

n=1034。p<0.1, *; p<0.05, **; p<0.001,***。いずれのモデルもVIFは5を下回っている。コントロール変数は掲載していない。OLSは
カテゴリー変数となるコントロール変数をダミー変数でコントロールした場合の推定値。階層線形モデではカテゴリー変数となるコ
ントロール変数をランダム効果でコントロールした場合の推定値。両者は頑健性の確認のために併記してある。両者のモデルでとも
に5%の有意水準で有意となったものは、値を太字で示してある。

被説明変数：ビジネス用語の理解 被説明変数：学術用語の理解
OLS 階層線形モデル OLS 階層線形モデル

変数名 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
（定数項） 0.783 2.79 *** 0.721 2.87 *** 0.772 2.46 ** 0.739 2.64 ***
書籍の閲覧数 0.129 4.46 *** 0.137 4.74 *** 0.139 4.28 *** 0.148 4.58 ***
ウェブの閲覧数 0.020 1.78 0.026 2.23 ** 0.024 1.86 * 0.028 2.17 **
雑誌の閲覧数 -0.037 -1.11 -0.030 -0.92 -0.078 -2.08 ** -0.072 -1.94 *
テレビの視聴時間 0.001 1.79 * 0.001 2.05 ** 0.001 2.34 ** 0.001 2.47 **
日経新聞購読 0.248 3.76 *** 0.302 4.67 *** 0.213 2.89 *** 0.308 4.27 ***
日経産業新聞購読 0.265 2.21 ** 0.273 2.27 ** 0.271 2.02 ** 0.292 2.17 **
日経MJ購読 -0.078 -0.46 -0.159 -0.94 -0.052 -0.28 -0.145 -0.77 
日経ヴェリタス購読 -0.083 -0.30 -0.133 -0.49 -0.271 -0.89 -0.229 -0.75 
全国紙購読 -0.107 -1.91 * -0.125 -2.21 ** 0.065 1.03 0.053 0.84 
地方紙購読 -0.091 -1.48 -0.082 -1.34 -0.096 -1.39 -0.092 -1.35 
専門業界紙購読 0.010 0.09 0.002 0.02 0.046 0.34 0.009 0.07 
非公式なコミュニ
ケーション頻度 0.006 1.89 * 0.008 2.61 *** 0.003 0.96 0.006 1.77 *

公式なコミュニケー
ション頻度 0.007 1.52 0.010 2.30 ** 0.005 1.10 0.010 1.96 **

サイエンス型 -0.092 -2.10 ** -0.091 -2.06 ** -0.002 -0.03 0.006 0.12 
自己準拠型 0.005 0.11 0.006 0.15 -0.046 -0.96 -0.038 -0.79 
非準拠型 0.176 4.39 *** 0.172 4.29 *** 0.062 1.38 0.049 1.09 
キャリア関心 -0.030 -0.57 -0.057 -1.08 0.064 1.08 0.033 0.56 
キャリア計画 0.200 4.43 *** 0.201 4.43 *** 0.171 3.38 *** 0.180 3.54 ***
自由度調整済み決
定係数 80.79% 90.46%

F値 7.443 *** 6.869 ***
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and Rogers, 1）。この結果は、2013年現在、
経営学の普及は一部の初期の採用者が知識段階
に到達しているにすぎず、多くの実践家はその段
階に至っていないことを示唆している。
　2つ目は、サイエンスへの志向は経営学普及の
阻害要因となり、むしろ、仕事に対する特定の強
い信念を持たないことが経営学の普及につながる、
ということである。サイエンスへの強い信頼にもか
かわらず、彼（女）らが経営学を摂取しない理由は
なんだろうか。ありうる解釈は、経営学の提供する
知識とサイエンス型の実践家が求める知識の需
給ギャップである。経営学者が実践家に提供して
きたのが、主として宣言的知識（何を知っている
か）であるのに対して、サイエンス型の実践家は手
続き的知識（どのようにするか）を求めている可能
性がある。つまりMintzberg（2）のいうサイエ
ンスへの志向が強い個人にとっては、「意思決定
がどのようなメカニズムで行われるのか」というこ
とよりも、「意思決定をするためには、具体的にど
のような手続きを踏めば良いか」ということの方が
重要なのかもしれない。これに対して、仕事に対す
る強い信念を持たない無信念型は、自身の過去
の経験や知識のあり方に対する強いこだわりがな
いがゆえに、宣言的知識の摂取に対して、より積
極的になると考えられる。
　3つ目は、キャリアの成熟が、科学的知識を学び、
摂取する要因の一つだということである。Guest
（2）がいうように、仕事やキャリアに関わる、課
題の解決にとって当該知識が役立つと知覚された
とき、知識は採用される。ただし、キャリア成熟の
2因子のうち、キャリア関心は経営学の知識に対
して有意な影響を持たず、キャリア計画のみが有
意な影響を持っているということは、自らの課題と

　続いて、経営学の知識の普及を規定する個人
特性についてみていこう。表4をみると、サイエンス
型であることが、ビジネス用語の理解に対して負
の影響を与えている。その一方で、学術用語の理
解に対しては有意な影響を与えていない。ビジネ
ス用語の理解度に対して、有意な影響を与えてい
るのは、仕事における強い信念がないことを表す
無信念型である。以上より、仮説1.4は支持されな
かったといえる。
　表4をみれば、どちらの被説明変数に対しても、
キャリア計画が正の影響を与えていることが分か
る。仮説1.5が予想する通り、キャリア上の課題へ
の適応や、キャリアの取捨選択に対して、主体的
かつ計画的に取り組む準備ができていることは、
経営学の学習を促進し、結果としての知識量に対
してプラスの効果を持っているといえる。

V ディスカッション

要約と議論
　本研究は、日本における経営学のレレバンスと
いう問題意識の下、我が国の実践家への経営学
の普及の実態、および経営学の普及を促進する要
因の探求を行った。主要な発見事実は3点である。
　1つ目は、少なくとも経営学を知るという目的か
らすれば、普及の主要なチャネルは、書籍やテレビ、
経済新聞といったマスメディア・チャネルであり、
公式・非公式な対人チャネルはそれほど重要では
ない、ということである。これは、イノベーションの
普及段階が、初期の知識段階に近いほどマスメ
ディア・チャネルが、反対に、後半の段階になるほ
ど対人チャネルの重要性が高まるという、イノベー
ションの普及研究者の主張と整合的である（Beal 
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研修などに頼っているだけでは不十分である。多
種多様な情報を、効果的に集めるためには、まず、
マスメディア・チャネルへのアクセスが重要になる。
さらには、情報チャネルだけでなく、自分自身が持
つ仕事上の信念が、意識するか否かに関わらず、
経営学的な知識の摂取を妨げている可能性につ
いても配慮が必要だろう。とりわけ、Mintzbergの
いうサイエンス志向の強い実践家は、そのサイエ
ンス志向ゆえに、潜在的には当人にとって有益な
知識の摂取を避けている可能性がある。
　3点目は、経営学の摂取が、ビジネスパーソン
の二極化という、もう1つの帰結をもたらす可能性
があるということである。Rogers（1）によれば、
イノベーションの普及という現象は、本来そのイノ
ベーションを必要としている人（十分な資源を持た
ず、他者に比べて競争上不利な立場にある人た
ち）ほどイノベーションの採用が遅くなる、という
「必要性のパラドックス」という問題を内包してい
るという。イノベーションの初期の採用者は、もと
もと他者に比べて豊富な資源を持ち、高い地位に
ある人であることが多いが、そうした人々は、当該
イノベーションを採用することによって、一層、他者
よりも有意な地位を獲得する可能性を高める可能
性がある。イノベーションの普及には、個人間の格
差を拡大するメカニズムが内包されている、という
のである（Rogers, 1）。本研究の発見は、経営
学の普及においても同様の現象が起こりうること
を示唆する。さまざまなマスメディア・チャネルか
ら知識を摂取し、キャリアの意識が高い個人は、
ますます多くの知識を得るようになるだろう。しか
も、経営学とりわけ高度な学術用語に関する知識
の場合、既にある程度の知識を持ち合わせている
人 はそうでない人よりも、知識 の吸収力

経営学の知識とを結びつけ活用していくためには、
当該個人が単に自己のキャリアに関心を持つだけ
でなく、自らのキャリア上の課題への適応や、キャ
リア上の取捨選択を、主体的かつ計画的に取り組
む準備ができている必要がある、ということを示唆
している。
　

インプリケーションと今後の研究の方向性
　本研究の理論的なインプリケーションは、イノ
ベーション普及の文脈で議論されてきた知見、例
えば普及の知識段階におけるマスメディア・チャ
ネルの相対的重要性といった知見が、知識の普及
の文脈においても援用できるというものである。他
方で、個人が持つ信念やキャリア成熟度といった、
知識の普及に特有の影響要因の存在も確認さ
れた。
　実践的なインプリケーションとしては次の2点を
あげることができる。1点目は、経営学者の研究成
果の発表媒体に関しての研究者向けのものであ
る。ピアレビューのプロセスを経た学術雑誌は、
研究者が提供する知識の科学的な水準を担保し、
研究成果が社会へと公開され、他の研究者がそ
の知見を自由に参照することを可能にする 
（Merton, 12）。こうした意味での学術雑誌の
重要性は疑いようもないが、他方で、2013年現在
では学術雑誌が実践家に対して経営学を伝達す
る機能を果たしていない、という事実にも注目する
べきだろう。
　2点目は、経営学を摂取するためには、情報チャ
ネルを意図的に選択する必要がある、という点で
ある。少なくとも、経営学の知識を「知る」ためには、
友人知人とのインフォーマルなコミュニケーショ
ンや、ウェブ上の情報、社内外で提供される勉強会、
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れはなぜか」「どうすれば、使われるようになるの
か」「そもそも、経営学を知ることは、本当に良き実
践的帰結をもたらすのか」こうした素朴な問いから
出発することこそが、我々経営学の研究者／教育
者に求められているのではないだろうか。最後にな
るが、学問のレレバンスに関して、我々経営学者よ
りも遥かに早期から先端的な議論を行ってきた、
工学そして医学の分野への敬意を改めて表しつ
つ、本稿を閉じることとしたい。
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We management theorist believe that theo-
ries can help us organize our thoughts and 
improve our predictions. In American and 
Western context, however, many management 
theorists point out that the gap between man-
agement science and practice is so persistent 
and pervasive that our theory has been lost its 
relevance. Over the past decades, several at-
tempts to deal with such problem have evolved 
in the form of movements toward “evidence-
based management: EBMgt.” In response to 
EBMgt movement, in this paper we try to ex-
plore more and more basic problems – (1) how 
diffusion of management theory occurs and (2) 
what is the consequence of diffusion. Based on 
the result of survey research we discuss about 
diffusion of management theory. Results 
showed that mass media channel such as new 
papers, TV shows, and books is indeed signifi-
cantly related to diffusion of management 
theory.


